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１　現状と課題

２　事業目的

３　事業目的を達成するための取組

４　成果指標 （推移の凡例　↗：改善　↘：悪化　→：変化なし　―：数値なし）

５　本事業が貢献する総合５か年計画の施策分野と達成目標

６　事業コスト （単位：千円、人）

区分
予算額

決算額 職員数
前年度繰越 当初予算 補正予算等

合計

（予算現額） うち一般財源

0 457,249 47,183 504,432 41,859 476,720

3.0

R4年度 0 436,265 △ 165,659 270,606 19,282 229,331 3.0

R3年度 0 322,831 △ 5,302 317,529 30,202 278,769

3.0R5年度

事業番号 05 10 02 事業改善シート（令和５年度実施事業分） □当初要求　□当初予算案 　□補正予算案　■点検

・少子化による人材獲得競争が激化することが見込まれる中、将来的に介護業界の新たな担い手となる人材確保を図るため、福祉や介

護の仕事の魅力ややりがいを直接伝えていく必要があることから、中高校生等のための訪問講座、職場体験等を実施

急速な高齢化に伴い、介護サービス利用者が増加する中、令和７年（2025年）には、約4.1万人の介護人材が必要と推計してい

る。県内の介護分野の有効求人倍率は2.42倍と全産業平均1.45倍（いずれも令和３年度）を上回っており、こうした中、今後、多

様化する介護ニーズに対応するため質の高い介護人材の確保が求められる。

介護分野の人材不足の解消を図るため、新卒者、求職者をはじめとする多様な人材の入職と職場定着を促進するとともに、介護従事

者に対して介護に関する知識・技術の普及を進め、質の高いサービスの提供を図る。

①多様な人材の入職促進

pref.nagano.lg.jpkaigo-shien

・将来的に不足が見込まれる介護職員数を確保するためには、介護職員の身体的・精神的負担の軽減、働き方改革を推進することが

必要であり、介護ロボット・ＩＣＴの導入支援、施設内保育所への運営費支援、外国人介護人材受入のための住居借上支援、介護

助手等導入による機能分化の促進等を実施

④福祉・介護に対する理解の向上

・常態化する介護業界の人材不足の改善を図るため、多様な人材の入職促進策として、資格取得支援・マッチング、職業紹介・就職相

談会、福祉の職場体験、介護職を目指す者への資金の貸し付け等を実施

②介護職員の資質向上

・医療と介護の連携をはじめ、多様化する介護ニーズを高齢者に提供するため、研修受講費支援、介護事業所に対する訪問研修、介

護職員の医療的知識向上研修、外国人介護人材に対する日本語学習支援等を実施

E-mail

実績 実績 推移

R5年度

目標値

充実した医療・介護提供体制の構築

No.

1-5②

施策分野（施策の総合的展開名）

事　業　名 介護人材確保対策事業
部局 健康福祉部 課・室 介護支援課

実施期間 S48 ～

達成

状況
目標値設定理由

R5年度

実績 推移

③介護分野の職場環境改善の促進

単位
R3年度 R4年度

No. 指標名

年 数値

2022

(R4)
3.8

直近３か年の状況

年 数値

2021

(R3)
3.9

目標

年 数値

2026

(R8)
4.2

達成目標

（★印が付いているものは主要目標）

介護職員数

年 数値

2020

(R2)
3.8

単位

万人

多様な人材の入職を促進することを目的に紹介予定派遣者数の

８割を直接雇用することを目標として設定

高齢者プランにおいて3年間（R3～R5）の累計を2,000人とし

ていることから目標を設定

高齢者プランにおいて3年間（R3～R5）の累計を150件として

いることから目標を設定

高齢者プランにおいて3年間（R3～R5）の累計を8,800人とし

ていることから目標を設定

①

②

③

④

達成

達成

未達成

達成

80

600

50

2,500

↗

↗

↗

↘

85

673

20

6,773

84

877

82

4,943

86

1,902

46

4,299

↗

↘

↘

↗

％

人

件

人

信州介護人材誘致・定着事業

直接雇用率

認知症介護従事者研修修了者

数

介護ロボット・ICT導入支援事業

所数（法人数）

中高校生等のための訪問講座

受講者数



７　主な取組実績と成果

８　成果指標の達成状況に関する要因分析

９　今後の事業の方向性

(1) 上記７、８及び県民の意見等を踏まえた課題

・介護福祉士修学資金等貸付事業において、貸付可能人数以上の申請があるため、要件を満たしていても対象とならない場合がある。

・資質向上のために実施する各種事業の認知度が低い。

・介護職員の負担軽減や生産性向上のため、介護ロボット・ICT導入支援のさらなる拡大が求められている。

・認知症介護従事者研修において、介護報酬の改定により加算の要件になった研修もあることから、受講申込者の増加への対応が求めら

れる。

(2) 事業改善の方策

・介護福祉士修学資金等貸付事業において、介護職を目指すより多くの学生に入学後の修学等を支援できるよう、国に対し予算措置を

強く要望していく。

・介護事業者に対し、職員の資質向上を目的とした各種事業のさらなる周知を図る。

・介護ロボット等を導入したいが、どんな機器を導入したらいいかわからないといった悩みに対し、導入事例を県ＨＰ等で公開するなど、介護

ロボット・ＩＣＴが導入しやすい環境を整備しさらなる普及を図る。

・認知症介護従事者研修において、認知症介護従事者が認知症についての理解のもと、本人主体の介護を行い、生活の質の向上を図

ることができるよう研修機会の確保に努めていく。

コロナ禍では校外学習等の代替として訪問講座を希望する学校が増加していたが、５類に移行した令和5年度は校外学習等も復活し始

めたため前年と比べ減少したが、親と子が一緒に体験できる訪問講座の需要が増加したことにより目標達成となった。

介護現場の人手不足の中、職員の負担軽減・職場の環境改善の重要性が高まってきたことから、介護ロボット導入の件数が増加した。

指標④ 中高校生等のための訪問講座受講者数 R4年度推移 ↗ R5年度推移 ↘ 達成状況 達成

R4は認知症介護基礎研修ｅラーニング修了者数があまり伸びなかったほか、新型コロナの影響により集合研修の受講控えがあった一方、

R5は認知症介護基礎研修ｅラーニングの経過措置が終了となることから、修了者が大幅に増加した。

指標③ 介護ロボット・ICT導入支援事業所数（法人数） R4年度推移 ↘ R5年度推移 ↗ 達成状況 未達成

応募者の立場に寄り添い、それぞれの立場を理解した上での事業所とのマッチングや、ＯＪＴ期間中の細やかなフォローアップなどにより目

標値の80％を上回ることができた。

指標② 認知症介護従事者研修修了者数 R4年度推移 ↘ R5年度推移 ↗ 達成状況 達成

①多様な人材の入職促進

・マッチング強化として、子育て世代、アクティブシニア等を含む多様な人材の入職支援を図るため、介護施設等での就労と資格取得の支

援を実施。「信州介護人材誘致・定着事業」においては103名が入職につながった。

・他業種従事者等が職業訓練を修了し介護分野へ就職する際の支援金の貸付など、介護福祉士修学資金等貸付事業を実施。

・介護福祉士養成施設への入学者に対し学費や研修受講費用等の貸付や、他業種従事者等が職業訓練を修了し介護分野へ就職す

る際の支援金等の貸付を実施。

②介護職員の資質向上

③介護分野の職場環境改善の促進

健康福祉部 課・室 介護支援課

・雇用管理改善のため、アドバイザー派遣による事業者支援及び福祉人材確保・定着支援セミナーの開催による啓発を実施。

・介護事業所における、生産性向上、職員の負担軽減ため、介護ロボットの導入、ＩＣＴ化を支援。（支援件数46件）

・子育て世代の介護施設職員の働きやすい職場環境づくりのため、施設内に設置された保育所の運営費の一部を、５法人に対し助成。

④福祉・介護に対する理解の向上

・次代を担う若年世代や進路選択に影響力を持つ保護者等を対象に、介護の仕事の現状や魅力を伝えるため、訪問講座を開催し、

4,299人が参加。

・中学生、高校生や福祉に関心のある一般求職者等に対し、多くの事業所との協働と連携により福祉の職場体験の機会を提供し、336

人が参加。

・養成施設教員、介護福祉士会の会員等が、事業所を訪問し介護技術等に関する研修を実施。（302事業所訪問、6,505人研修

参加）

・介護事業者が職員の研修受講費用を負担する場合、介護職員初任者研修及び実務者研修の受講費用を助成。（介護職員初任

者研修20名、実務者研修76名に助成）

・介護事業所の職員を対象に、最新の医療知識の習得を図るための研修を実施。

・経済連携協定（ＥＰＡ）及び技能実習制度等に基づき入国する外国人介護人材の受入施設の日本語学習及び介護分野の専門

学習に対して支援を実施。

事業番号 05 10 02

R5年度推移 ↗ 達成状況 達成指標① 信州介護人材誘致・定着事業直接雇用率 R4年度推移 ↗

事業改善シート（令和５年度実施事業分） □当初要求　□当初予算案 　□補正予算案　■点検

事　業　名 介護人材確保対策事業 部局



千円

3

事　業　名 介護人材確保対策事業

事業番号 05 10 02 細事業一覧（令和５年度実施事業分）

介護職員の身体的・精神的負担の軽減、働き方改革を推進するため、介護ロボッ

ト・ＩＣＴの導入支援、施設内保育所への運営費支援、外国人介護人材受入の

ための住居借上支援等を実施

介護ロボ・ＩＣＴ導入支援件数46件、施設内保育所補助５件、住居借上支援

者数123人

R3年度

決算額

464,567217,221267,046

千円千円千円

細事業を構成する主な取組

入職促進

□当初要求　□当初予算案 　□補正予算案　■点検

2

1

細事業

No.
細事業名

介護人材確保対策事業

No.

1

部局 健康福祉部 課・室 介護支援課

令和５年度実施内容（実績）（上段：事業概要、下段：活動によるアウトプット）

多様な人材の入職促進のため、資格取得支援・マッチング、職業紹介・就職相談

会、福祉の職場体験、介護職を目指す者への資金の貸し付け等を実施

直接雇用率86％、就職相談会12回開催、訪問講座参加者数4,299人、貸付

者数52人

介護職員の資質向上を図るため、研修受講費支援、介護事業所に対する訪問研

修、介護職員の医療的知識向上研修、外国人介護人材に対する日本語学習支

援等を実施

研修受講支援者数96人、訪問研修実施施設数302件、医療向上研修参加者

数40人、日本語学習等支援者数35人

補助金

補助金

R5年度

決算額

R4年度

決算額

資質の向上

労働環境・処遇の改善

実施方法

委託

細事業

No.
細事業名

2 介護研修事業費

補助金

R3年度

決算額

R4年度

決算額

R5年度

決算額

11,723 12,110 12,153

千円 千円

委託先：（一社）長野県認知症介護指導者会【基礎研修のフォローアップ研修:

１回、実践研修:７回、地域密着型研修:６回】

2 認知症介護指導者養成事業

認知症介護に関する実践的研修を担える指導者を養成するため、指導者となる者

に対する、研修プログラムの作成方法や教育技術の習得等に関する研修を実施
委託

委託先：（福）仁至会認知症介護研究・研修大府センター【指導者養成研

修：１回、フォローアップ研修：１回】

No. 細事業を構成する主な取組 実施方法 令和５年度実施内容（実績）（上段：事業概要、下段：活動によるアウトプット）

1

・認知症介護基礎研修のフォローアッ

プ研修

・認知症介護実践研修

・地域密着型認知症介護従事者研

修

認知症高齢者等の介護に従事する職員の資質向上を図るため、認知症介護の基

礎的な知識・技術に関する研修、より実践的かつ認知症ケアの中核的役割を担うこ

とができる者の養成のための研修、施設管理者等に対する、認知症介護等事業所

の機能充実を図る研修等を実施委託


